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〇ほ場整備事業の実績同意率

資料：農村振興局調べ

同意率 地区数

１００％ ４４地区（５９％）

９５～１００％ ２５地区（３３％）

９０～９５％ ６地区（８％）

平均：９８％ 合計：７５地区

注：平成23年度に着手した農地整備事業（75地区）の実績



財産管理人制度の概要

②相続財産管理人制度

＜適用＞

• 相続人の存在、不存在が明らかでない場合（相続人全
員が相続放棄をした場合も含まれる。）

• 被相続人の債権者等の利害関係者（土地改良事業の申
請者等を含む）又は検察官が、被相続人の最後の住所
地の家庭裁判所に申立て

＜一般的な手続の流れ＞
• 家庭裁判所は、申立てにより相続財産管理人を選任

• 不在者財産管理人に準じた職務を行い、必要があれば、
家庭裁判所から「権限外行為許可」を得て、土地改良事
業への同意等を行うことも可能

• 2ヶ月後、財産管理人は相続財産の債権者・受遺者確認
のための公告

• 2ヶ月後、家庭裁判所は、相続人捜索の公告
• 6ヶ月以上の期間満了時までに、相続人が現れなければ、

相続人がいないことが確定

• 財産管理人は、被相続人（亡くなった人）の債権者等に
対して被相続人の債務を支払うなどして精算を行い、精
算後残った財産を国庫に帰属させる。

〔民法第951条～第959条〕

①不在者財産管理人制度

＜適用＞
• 従来の住所又は居所を去り、容易に戻る見込みのない者

（不在者）に財産管理人がいない場合

• 不在者の配偶者、相続人、債権者等の利害関係人（土地改
良事業の申請者等を含む）又は検察官が、不在者の従来
の住所地の家庭裁判所に申立て

＜一般的な手続の流れ＞
• 家庭裁判所は、申立てにより、不在者自身や不在者の財産

について利害関係を有する第三者の利益を保護するため、
不在者財産管理人を選任

• 財産管理人は、不在者の財産を調査し、財産目録や管理報
告書を作成し、家庭裁判所に提出

• 財産管理人は、不在者の財産を管理、保存し、定期的に財
産状況を家庭裁判所に報告

• 必要があれば、家庭裁判所から「権限外行為許可」を得て、
不在者に代わって土地改良事業への同意等を行うことも可
能

〔民法第25条～第29条〕

 所在不明所有者の土地については、不在者財産管理人制度や相続財産管理人制度によって選任された財産管理人が、
所有者等に代わり、土地の処分や、土地改良事業に関する同意等を行うことが可能。
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